
令和８年度第１回港区労働報酬等審議会次第 
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午 前 １ ０ 時 ～ 

港区役所４階庁議室 

 

 

１ 開会 

 

２ 委嘱状交付 

 

３ 委員紹介 

 

４ 区長挨拶 

 

５ 議題 

（１）会長の選出について 

（２）職務代理者の指定について 

（３）諮問について 

 

６ その他 

（１）港区公契約条例の概要について······························資料２ 

（２）令和９年度労働報酬下限額の設定について············資料３、資料４ 

（３）今後のスケジュールについて································資料５ 

７ 閉会 
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資料３  令和９年度労働報酬下限額の設定について 

資料４  公的機関等における経済・物価見通しと賃金動向について 

資料５  令和８年度港区労働報酬等審議会スケジュール 

参考資料 港区公契約条例 

参考資料 港区公契約条例施行規則 

参考資料 港区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環境確

保の促進に関する要綱 
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資料２ 

港区公契約条例の概要 

 

１ 港区公契約条例制定までの背景 

 

取 組 労働環境確保策の要綱の制定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※長期継続契約とは、機器の借入れや庁舎の清掃・警備等、毎年度継続して必要とな

る契約について、例外的に複数年度（最大 5 年を超えない範囲）にわたり 一括して

締結する契約を言う 。 

 

見直し 長期継続契約への適正な価格転嫁の設定 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

課 題 物価変動等の対応、対象契約の範囲の限定 

 

 

 

 

 

 

 

対 応 港区公契約条例の制定 

これらの状況を踏まえ、労働環境確保の取組をより一層強化するため、港区公契約条例

（以下「条例」という。）を制定した。 

港区では、業務等の適正な執行及び安全かつ良質で安定的な公共サー

ビスの確保を図ることを目的として、平成２７年に「港区が発注する契

約に係る業務に従事する労働者等の労働環境確保の促進に関する要綱」

（以下「要綱」という。）を制定した。 

これに基づき、平成２８年度から締結する工事請負契約及び長期継続

契約※を対象に、毎年、区内部で算出する独自の最低賃金水準額を適用す

るとともに、受注者に対し確認用資料の提出を求めるなど、賃金の支払

いを含めた労働環境の確保に取り組んできた。 

近年の物価・賃金上昇や人手不足等の影響を背景として、区内企業の

事業継続や公共サービスの質の維持及び安定的な提供を確保するために

は、これまで以上に、公契約において社会情勢に則した労働報酬設定を

含めた労働環境確保策の強化が求められている。 

また、一部の事業者団体からは、要綱で対象としている長期継続契約

以外への適用拡大を求める意見も寄せられていた。 

長期継続契約において、契約期間全体の費用をあらかじめ見積もった

上で契約を締結する従来の方式に対し、受注者から、昨今の急激な物価

変動等を見込むことの困難性について指摘がなされている。 

このため、港区では、これまでの運用の見直しを行い、令和７年度以

降に新たに締結する契約について、契約期間中に一定の物価変動が生じ

た場合に、契約金額の見直しが可能となる仕組みを導入した。 
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２ 要綱から条例への主な変更点 

 内容 要綱 条例  

1 契約範囲の拡大 

①工事請負契約（A） 

(予定価格 200 万円超) 

②長期継続契約（C） 

①工事又は製造の請負契約（A,B) 

(予定価格 200 万円超) 

②業務委託契約(D) 

(予定価格 100 万円超の区規則で定める

もの※２) 

③指定管理協定※3(E) 

2 外部委員等の意見聴取 記載なし 港区労働報酬等審議会を設置 

3 労働報酬下限額の設定 
独自に算出した最低賃

金水準額を適用 

同審議会で労働報酬下限額及び労働環境

確保策について調査・審議 

4 

労働環境の取組強化 

①特定労働者の申出※４ 

②違反時の対応 

 

①特定労働者の申出先

は区長のみ 

②契約解除、指名停止 

 

①区長のほか、特定受注者及び特定受注

関係者への申出も可能。 

②契約解除・指名停止の他、損害賠償、

違約金及び事業者の公表 

5 区内事業者の活用 記載なし 
受注者による下請又は再委託時における 

区内事業者活用の努力義務を規定 

※1 特定公契約とは 

 港区労働報酬等審議会で調査・審議を行い定める、労働報酬下限額の適用対象となる 

契約を言う。（根拠法令：港区公契約条例第２条第３号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

※指定管理協定の標準指定期間は５年で

あり、一定期間の労務の提供があるこ

と、また、業務基準書には指定管理者職

員の労働環境の確保を求めていることか

ら、契約に準じたものとして公契約条例

の対象とする。 

公 契 約 

特定公契約 

工事請負契約 製造請負契約 指定管理協定 

主に労務の提供を中心とする契約 

区が締結するすべての契約 

労働環境確保策の対象とする契約 

※少額随意契約の範囲を超える契約が対象。 

※国、地方公共団体等との契約を除く。 

※黄色い網掛けは、条例で拡充した範囲 

A B 

D 

E 

（A～E） 

長期継続契約 
C 

特定公契約※1 
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※２ 区規則で定めるものとは 

港区公契約条例施行規則第３条で定める契約（以下表のとおり）をいう。 

①建物清掃業務 ②用務業務 

③庁舎等の設備運転管理業務 ④自動車運行管理業務 

⑤警備、受付及び施設運営業務 ⑥高齢者支援に係る業務 

⑦障害福祉サービスに係る業務 ⑧学童クラブ、保育施設等の運営に係る業務 

⑨給食調理業務 ⑩情報システムの開発、改修、保守・運用支援

等に係る業務 

⑪調査委託、不動産鑑定等に係る業務 ⑫建物設計、道路設計及び工事管理に係る業務 

⑬検査業務 ⑭映像、音声又は文字情報制作に係る業務 

⑮道路貨物運送に係る業務 ⑯道路、公園等の管理業務 

⑰前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める契約 

 

※３ 指定管理協定とは 

 地方自治法第２４４条の２第３項に基づき、議会の議決を経て指定した指定管理者と、

施設の管理運営に関する事項（業務内容や責任分担等）について定めた協定であり、当該

協定に基づき施設の運営を行っている。 

 

※４ 労働者からの申出があった際の対応フロー(要綱から追加する項目:赤字) 

   
労働者 

労働報酬が支払われていない 

特定公契約の受注者 
特定公契約の受注関係者 

（下請など） 

区 

報告の求め資料の提出 

②立入調査 

不利益取扱いの禁止 

①申出 

（区）③改善命令 

 （要綱では改善指示） 

（受注者）措置内容の報告 

④契約解除 

※違約金の請求 

※区に損害があれば 

賠償する義務が発生 

※区は損害賠償義務を 

負わない 
条例に基づく 

契約違反 

改善なし 

虚偽報告など 

労働報酬支払に 

関する連帯責任 

⑤契約解除案件等の公表 

①申出 

支払われた労働報酬が下限額より低い 

①´報告 

①´報告 

3



３ 港区労働報酬等審議会について 

 港区労働報酬等審議会（以下「審議会」という 。）は、条例に基づき設置される区長の付属機

関であり 、区の特定公契約に従事する労働者への労働報酬下限額や労働環境の確保につい

て、専門的かつ多角的な視点から調査・審議を行う ことを目的としている。 

行政のみで判断するのではなく、学識経験者、事業者や労働者の関係団体等の意見を反

映させることで、制度の公正性・透明性を確保するとともに、実効性のある制度運用を図る。 

 

４ 先行している条例制定区との比較 

 条例の適用対象となる基準は、自治体ごとに独自に設定されている。 

先行して条例制定している区においては、下記の表に示す予定価格以上の契約を対象と

している。 

他区においては、予定価格の基準を比較的高く設定し、対象となる契約範囲を限定して

いる。港区では、より多くの契約を対象とすることで労働環境の確保に向けた取組を一層

強化するため、対象契約の範囲について下記の基準額を設定している。 

 

 工事・製造の請負契約 

左記以外の区規則で

定める契約 

（業務委託契約等） 

指定管理協定 

千代田区 １億円以上 2,000 万円以上 対象 

新宿区 2,000 万円以上 1,000 万円以上 対象 

文京区 １億円以上 1,000 万円以上 対象 

台東区 １億円以上 1,000 万円以上 対象 

墨田区 １億円以上 2,000 万円以上 対象 

品川区 １億 8,000 万円以上 2,000 万円以上 対象 

目黒区 5,000 万円以上 1,000 万円以上 対象 

世田谷区 3,000 万円以上 2,000 万円以上 対象 

渋谷区 １億円以上 1,000 万円以上 対象 

中野区 １億 8,000 万円以上 1,000 万円以上 対象 

杉並区 5,000 万円以上 1,000 万円以上 対象 

豊島区 9,000 万円以上 1,000 万円以上 対象 

北区 9,000 万円以上 2,000 万円以上 対象 

足立区 １億 8,000 万円以上 9,000 万円以上 対象 

江戸川区 １億 8,000 万円以上 4,000 万円以上 対象 

荒川区※ １億円以上 1,000 万円以上 対象 

港区 ２００万円超 １００万円超 対象 

 

※荒川区は、令和９年度から適用   
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５ 条例運用の周知策について 

 令和９年度の本格施行に向けて、区職員、事業者及び労働者の周知を行う。 

 

（１）区職員への周知 

 条例の適切な運用を図るためには、区職員一人ひとりが制度の趣旨や内容を十分に理解

していることが不可欠である。労働者の適正な労働環境の確保を目的とするものであるこ

とから、各所管における個別判断に委ねるのではなく、条例及び施行規則に基づいた統一

的かつ適正な対応が求められる。 

そのため、職員に対しても適宜、適正な運用について周知を図るほか、今年度１０月頃

に職員向けの研修を予定している。制度の背景や具体的運用方法について周知を徹底し、

適切な予定価格の設定や履行状況の確認等が確実に行われるよう、理解の深化を図る。 

 

（２）事業者への周知 

 条例制定について、案内文を窓口へ掲示するほか契約書の引き渡し時に、事業者へ配布

を行っている。今後の周知策として、今年度１１、１２月頃に説明会の開催を予定してい

る。そのほか、制度の周知だけでなく、物価や賃金が上昇している状況を踏まえ、適切な

予定価格の設定についても適宜周知を行う。 

 

（３）労働者への周知 

 労働者が公契約条例の情報に触れられるようにすることが重要であるため、スマートフ

ォンでも区ホームページにアクセスできるようＱＲコードを付した周知カードの作成を検

討している。 
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資料３ 

令和９年度労働報酬下限額の設定について 

【労働報酬下限額の設定に関する条文】 
労働報酬下限額の設定については、港区公契約条例(第８条第１号及び第２号)に

おいて、下記の事項及びその他の事情を勘案して労働報酬下限額を定めるものとし

ている。 

１ 工事又は製造の請負契約(２００万円を超えるもの) 

 農林水産省及び国土交通省が定める公共工事の工事費の積算に用いるための労務

の単価 

２ 工事又は製造以外の契約(１００万円超の区規則で定めるもの)、指定管理協定 

 （１）最低賃金法第九条第一項に規定する地域別最低賃金 

 （２）公共職業安定所が公表する職種別の賃金等に係る統計 

 （３）上記のほか、公的機関が定める労働報酬下限額の決定に資する基準 

 

１ 工事又は製造の請負契約 

港区では、これまで「港区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環境確

保の促進に関する要綱」（以下「要綱」という。）に基づく最低賃金水準額は、東京都にお

ける公共工事設計労務単価の１００分の９２を乗じ、８で除した額とし、労働者等におけ

る適正な労働環境を確保してきた。 

最低賃金水準額を上記の金額とした理由は、仮に公共工事設計労務単価をそのまま最低

賃金水準額とした場合、受注者等が労働者等の技術や経験に応じた賃金差を設ける際、受

注者等に負担がかかってしまうおそれがあるためである。 

 

（１）令和８年度における港区の労働報酬下限額（１時間当たり） 
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（２）条例先行区の状況（１５区） 

 先行している１５区は、東京都の職種別公共工事設計労務単価から労働報酬下限額を設

定しており、設定方法は以下表のとおりである。 

 なお、これまで港区では、見習い・手元等の労働者については、要綱で定める長期継続

契約の「一般作業・一般事務」と同額に設定をしてきた。 

 ア 

熟練労働者・一人親方 

イ 

左記以外(見習い・手元の労働者等） 

千代田区 ９０％  

新宿区 ９０％ 「軽作業員」の７０％→Ｒ７で廃止 

文京区 ９０％ 「軽作業員」の７０％ 

台東区 ９０％ 「軽作業員」の７５％ 

墨田区 ９０％ 「軽作業員」の７０％ 

品川区 ９０％ 「軽作業員」の７０％ 

目黒区 ９０％ 「軽作業員」の７０％ 

世田谷区 ８５％ 「軽作業員」の８０％ 

渋谷区 ９０％ 「軽作業員」の７０％ 

中野区 ９０％ 「軽作業員」の７０％ 

杉並区 ９０％ 「軽作業員」の７０％ 

豊島区 ９０％ 「軽作業員」の７０％ 

北区 ９０％ 「軽作業員」の７０％ 

足立区 ９０％ 「軽作業員」の７０％ 

江戸川区 ９０％ 「軽作業員」の７０％ 

※千代田区・新宿区については、労働者等と見習い・手元等を分けて設定はしていない。   

2



２ 工事又は製造以外の契約及び指定管理協定 

 港区では、これまで要綱に基づき、東京都における民間の求人賃金の状況や春闘賃上げ

率を踏まえ、毎年度、職種ごとに基準額の見直しを行ってきた。 

 また、指定管理施設においても当該要綱を準用し、要綱で定める職種に加え、独自に６

種の最低賃金水準額を設定している。 

（１）港区の職種別最低賃金水準額推移（括弧内は前年度からの上昇率） 

 
 

 なお、港区における区外に所在する指定管理施設においても、上記表の金額を適用して

きた。 

施設名称 所在地 

箱根ニコニコ高原学園 神奈川県足柄下郡箱根町仙石原５０２ 

大平台みなと荘 神奈川県足柄下郡箱根町大平台２９４ 
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（２）条例先行区の労働報酬下限額の状況（１５区） 

 令和７年度 令和８年度 上昇率 備考 

千代田区 1,335 円 1,465 円 9.7％ 職種別に設定 

新宿区 1,438 円 1,573 円 9.4％  

文京区 1,295 円 1,480 円 14.3％  

台東区 1,323 円 1,501 円 13.5％  

墨田区 1,349 円 1,486 円 10.2％  

品川区 - 1,500 円 - 令和８年度から適用 

目黒区 1,298 円 1,496 円 15.3％  

世田谷区 1,460 円 1,610 円 10.3％  

渋谷区 1,426 円 1,601 円 12.3％  

中野区 1,380 円 1,510 円 9.4％  

杉並区 1,400 円 1,500 円 7.1％  

豊島区 - 1,500 円 - 令和８年度から適用 

北区 1,368 円 1,496 円 9.4％  

足立区 1,350 円 1,483 円 9.9％  

江戸川区 1,350 円 1,480 円 9.6％  

荒川区 - - - 令和９年度から適用 

平均 1,367 円※ 1,512 円 10.80％※ 

  ※品川区・豊島区は令和８年度、荒川区は令和９年度から労働報酬下限額設定のため、平均に含

まない。 
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資料４ 

公的機関等における経済・物価見通しと賃金動向について 

 

１ 経済財政運営と改革の基本方針 

 

  経済財政運営と改革の基本方針 2026(原案)から抜粋 

1



２ 日本銀行（日銀）における経済・物価の見通し 

 ２０２６年４月の「経済・物価情勢の展望」では、原油価格上昇により当面は成長が鈍

化するものの、景気は緩やかな成長を維持するとしている。その後は賃上げを背景に所得

から支出への好循環が強まり、成長率は徐々に高まる見通しである。 

物価は賃金と連動して上昇し、２％程度で推移すると見込まれる。一方で、中東情勢な

どにより景気下振れ・物価上振れのリスクがあるとしており、日本銀行は状況を踏まえつ

つ金融緩和の度合いを調整する方針としている。 

 

３ 春季生活闘争（春闘） 

２０２６年の春闘は、実質賃金を持続的に上昇させ、「賃上げが当たり前となる社会

（賃上げノルム）」の確立を目標としている。賃上げの流れを中小企業等にも波及させ、

働く人の生活向上を目指し、消費拡大を伴う経済の好循環の実現を図ることとしている。 

また、同連合が７月３日に発表した２０２６年の第７回回答の集計結果では、平均賃金

方式で５．０１％の賃上げとなり、２０２４年以降、３年連続で５％を超える高水準が続

いている。 

 

 春季生活闘争プレスリリースから抜粋 
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資料５ 

令和８年度港区労働報酬等審議会スケジュール 

 

月 開催スケジュール等 備考 

６月   

７月 第１回 審議会 

7 月 10 日（金）10：00～12：00 

・港区公契約条例の概要について 

・公的機関等の経済・物価の見通し等について 

 

【事務局】 

令和９年度労働報酬下限額事務局案 全庁通知 

7月 3 日 春闘結果公表 

7月   骨太の方針 2026 閣議決定 

８月 第２回 審議会 

8 月 28 日（金）10：00～12：00 

・答申内容の審議（労働報酬下限額） 

・港区公契約条例の手引き案の共有 

東京地方最低賃金審議会の答申 

参考：令和 7 年度 8 月 7日 

 

９月   

10 月 第３回 審議会 

10 月 19日（金）13:30～15:30 

・答申内容の審議（労働報酬下限額） 

 

特別区人事委員会勧告 

参考：令和 7 年度 10月 14日 

11 月 第４回 審議会 

11 月 16日（月）10：00～12：00 

・答申内容の確定 

・区長への答申 

【区長】答申に基づき労働報酬下限額等を決定 

【事務局】決定内容の全庁通知    

【各部署】見積書の再取得     

 

12 月  

 

 

１月  

【事務局】次年度契約に向けた準備行為 

 

 

２月  

 

 

東京都の公共工事設計労務単価公表 

 

３月 【事務局】令和９年度労働報酬等下限額 告示  

４月 令和９年度の労働報酬下限額 適用開始  
 

第３回定例会・ 
決算特別委員会 

第４回定例会 

第１回定例会・
予算特別委員会 

第２回定例会 

予算編成方針 

予算案 内示 

見積提出期限(一次経費) 

予算案 内報 

予算要求期間 
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   港区公契約条例 

（目的） 

第一条 この条例は、港区（以下「区」という。）における公契約に関する基

本的事項を定めることにより、公平かつ公正な入札等の制度を確立し、公契約

に係る業務に従事する労働者等の適正な労働環境の整備を推進するとともに、

公契約の適正な履行及び良好な品質の確保を図り、もって区民福祉の増進及び

地域経済の活性化に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

 一 公契約 区が発注し、締結する請負契約、業務委託契約、売買契約その

他の契約及び区が締結する地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百

四十四条の二第三項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）と

の公の施設の管理に関する協定（以下「指定管理協定」という。）をいう。 

 二 受注者 区と公契約を締結する者をいう。 

 三 特定公契約 次に掲げる公契約をいう。ただし、受注者が国、地方公共

団体その他区長が必要と認める者である公契約を除く。 

  イ 工事又は製造の請負契約のうち予定価格が二百万円を超えるもの 

  ロ 工事及び製造以外の請負契約並びに業務委託契約のうち予定価格が百

万円を超えるものであって、区規則で定めるもの 

  ハ 指定管理協定 

 四 特定受注者 区と特定公契約を締結する者をいう。 

 五 特定受注関係者 次に掲げる者をいう。 

  イ 下請、再委託その他いかなる名義によるかを問わず、区以外の者から

特定公契約に係る業務の一部を請け負い、又は受託する者（次号ハに掲げる者

を除く。） 

  ロ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する

法律（昭和六十年法律第八十八号）第二条第三号に規定する労働者派遣事業と
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して、特定受注者又はイに掲げる者に労働者を派遣する者 

 六 特定労働者等 次に掲げる者をいう。 

  イ 特定受注者又は前号イに掲げる者に雇用され、専ら特定公契約に係る

業務に従事する労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）第九条に規定する

労働者（同居の親族のみを使用する事業又は事務所に使用される者及び家事使

用人を除く。） 

  ロ 前号ロに掲げる者が雇用する労働者派遣事業の適正な運営の確保及び

派遣労働者の保護等に関する法律第二条第二号に規定する派遣労働者であっ

て、専ら特定公契約に係る業務に従事するもの 

  ハ 特定受注者又は特定受注関係者との契約により特定公契約に係る業務

の一部を請け負い、又は受託する者であって、当該業務を他の者を使用しない

で行うもの 

 七 労働報酬 特定公契約に係る労務の対価であって、次に掲げるものをい

う。 

  イ 前号イ又はロに掲げる者がその雇用する者から得る賃金 

  ロ 前号ハに掲げる者が当該請負契約又は業務委託契約により得る収入 

（基本方針） 

第三条 区における公契約に係る基本方針は、次のとおりとする。 

 一 公契約において適正な履行及び良好な品質を確保すること。 

 二 公契約に係る手続の透明性を確保し、公正な競争を促進すること。 

 三 談合その他の不正行為を排除すること。 

 四 区内の事業者の受注機会の確保を図り、地域経済の活性化に資するよう

努めること。 

 五 労働者等の適正な労働条件の確保及び向上その他の労働環境の整備に配

慮すること。 

 六 区と受注者との対等な関係に基づき公契約に係る制度を適正に運用する

こと。 
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（区の責務） 

第四条 区は、前条の基本方針にのっとり、公契約に関する施策を総合的かつ

効果的に推進しなければならない。 

２ 区は、公契約に係る業務に従事する労働者等の適正な労働条件の確保及び

向上その他の労働環境の整備が図られるよう努めなければならない。 

（受注者の責務） 

第五条 受注者は、公契約を締結する者としての社会的な責任を自覚し、法令

等を遵守するとともに、区が講ずる公契約に関する施策に協力するよう努めな

ければならない。 

２ 受注者は、公契約に係る業務に従事する労働者等の適正な労働条件の確保

及び向上その他の労働環境の整備に努めなければならない。 

（区内の事業者の活用） 

第六条 受注者は、公契約に係る業務の一部を他の事業者（第二条第六号ハに

掲げる者を除く。以下この条において同じ。）に請け負わせ、又は委託しよう

とするときは、区内の事業者に当該公契約に係る業務の一部を請け負わせ、又

は委託するよう努めなければならない。 

（労働報酬下限額） 

第七条 区は、特定公契約において、特定受注者及び特定受注関係者が、特定

労働者等（最低賃金法（昭和三十四年法律第百三十七号）第七条に規定する労

働者を除く。次条第一項、第十条第一項、第十一条並びに別表三の項及び五の

項から八の項までにおいて同じ。）に対し、区長が別に定める額（以下「労働

報酬下限額」という。）以上の額の労働報酬を支払わなければならないことを

定めるものとする。 

２ 労働報酬下限額は、時間によって定めるものとする。この場合において、

労働報酬が時間以外の期間又は出来高払制その他の請負制によって定められて

いるときにおける当該労働報酬の換算方法は、区規則で定める。 

（労働報酬下限額の決定） 

第八条 区長は、次の各号に掲げる特定労働者等の区分に応じ、当該各号に定

めるものその他の事情を勘案して、労働報酬下限額を定めるものとする。 
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 一 第二条第三号イに掲げる特定公契約に係る業務に従事する特定労働者等 

農林水産省及び国土交通省が定める公共工事の工事費の積算に用いるための労

務の単価 

 二 前号に掲げる特定労働者等以外の特定労働者等 次に掲げるもの 

  イ 最低賃金法第九条第一項に規定する地域別最低賃金 

  ロ 公共職業安定所が公表する職種別の賃金等に係る統計 

  ハ イ及びロに掲げるもののほか、公的機関が定める労働報酬下限額の決

定に資する基準 

２ 区長は、労働報酬下限額を定めようとするときは、あらかじめ、第十六条

の港区労働報酬等審議会の意見を聴かなければならない。 

３ 区長は、労働報酬下限額を定めたときは、これを告示するものとする。 

（特定公契約に定める事項） 

第九条 区は、特定公契約において、第七条第一項に規定するもののほか、別

表に掲げる事項を定めるものとする。 

（特定労働者等の申出） 

第十条 特定労働者等（特定労働者等であった者を含む。次条、第十二条第一

項及び別表六の項から八の項までにおいて同じ。）は、労働報酬が支払われる

べき日において、支払われるべき当該労働報酬が支払われていない場合又は支

払われた当該労働報酬の額が労働報酬下限額を下回る場合は、区長又は特定受

注者若しくは特定受注関係者にその事実を申し出ることができる。 

２ 前項の規定により申出を受けた特定受注者は、その旨を速やかに区長に報

告しなければならない。 

３ 第一項の規定により申出を受けた特定受注関係者は、その旨を速やかに当

該契約に係る特定受注者に報告しなければならない。この場合において、当該

報告を受けた特定受注者は、その旨を速やかに区長に報告しなければならな

い。 

（不利益取扱いの禁止） 

第十一条 特定受注者及び特定受注関係者は、前条第一項の規定による申出が
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あったときは、誠実に対応するとともに、当該特定労働者等が当該申出をした

ことを理由として、解雇、請負契約の解除その他不利益な取扱いをしてはなら

ない。 

（報告及び立入調査） 

第十二条 区長は、第十条第一項の規定による申出若しくは同条第二項若しく

は第三項後段の規定による報告があったとき、又はこの条例に定める事項の遵

守の状況を確認するため必要があると認めるときは、特定受注者若しくは特定

受注関係者に対し必要な報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に特定

受注者若しくは特定受注関係者の事業所等へ立ち入らせ、特定労働者等の労働

条件が分かる書類その他の物件を調査させ、若しくは関係者に質問させること

ができる。 

２ 前項の規定により立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯

し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

３ 第一項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたもの

と解釈してはならない。 

（是正措置） 

第十三条 区長は、前条第一項の規定による報告及び資料の提出並びに立入調

査の結果、特定受注者及び特定受注関係者が第七条第一項又は第九条の規定に

よる特定公契約の定めに違反していると認めるときは、特定受注者に対して速

やかに当該違反を是正するために必要な措置を講ずべきことを求めることがで

きる。 

２ 特定受注者は、前項の規定による求めがあったときは、速やかに当該違反

の是正その他の必要と認める措置を講ずるとともに、区長が指定する期日まで

に当該措置の内容を区長に報告しなければならない。 

（特定公契約の解除） 

第十四条 区は、次のいずれかに該当する場合は、当該特定公契約を解除する

ことができる。 

 一 特定受注者又は特定受注関係者が第十二条第一項の規定による報告若し

くは資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の資料提出をし、又
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は立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して陳述せず、

若しくは虚偽の陳述をした場合 

 二 特定受注者が前条第一項の規定による求めに従わなかった場合 

 三 特定受注者が前条第二項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をし

た場合 

（公表） 

第十五条 区長は、前条各号のいずれかに該当することにより特定公契約の解

除をした場合又は特定公契約の契約期間の終了後に特定受注者若しくは特定受

注関係者について同条各号のいずれかに該当していたことが判明した場合は、

その旨を公表することができる。 

（港区労働報酬等審議会） 

第十六条 区長の付属機関として、港区労働報酬等審議会（以下「審議会」と

いう。）を置く。 

２ 審議会は、区長の諮問に応じ、労働報酬下限額その他区長が必要と認める

事項について、区長に意見を述べるものとする。 

３ 審議会は、次に掲げる者のうちから、区長が委嘱する委員七人以内をもっ

て組織する。 

 一 学識経験を有する者 三人以内 

 二 労働者団体関係者 二人以内 

 三 事業者団体関係者 二人以内 

４ 委員の任期は、二年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。ただし、再任を妨げない。 

５ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後

も、同様とする。 

６ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

区規則で定める。 

（委任） 
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第十七条 この条例の施行に関し必要な事項は、区規則で定める。 

   付 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、令和九年四月一日から施行する。ただし、第七条第二項、第

八条及び第十六条の規定は、令和八年四月一日から施行する。 

２ 第七条、第九条から第十五条まで及び別表の規定は、この条例の施行の日

以後に締結する請負契約及び業務委託契約並びに同日以後の日を地方自治法第

二百四十四条の二第五項に規定する期間の始期とする指定管理者の指定に係る

指定管理協定について適用する。 

（経過措置） 

３ 令和八年四月一日から令和十年三月三十一日までの間に第十六条第三項の

規定により委嘱される審議会の委員の任期は、同条第四項本文の規定にかかわ

らず、同日までとする。 

別表（第九条関係） 

一 特定公契約に係

る労働関係法令の遵

守 

特定受注者は、第二条第六号イ又はロに掲げる者に

係る労働条件について、関係法令の規定を遵守しな

ければならないこと。 

二 特定公契約に係

る契約条件 

特定受注者は、第二条第六号ハに掲げる者に業務の

一部を請け負わせ、又は委託するときは、その条件

を一の項の関係法令の趣旨を尊重したものとしなけ

ればならないこと。 

三 労働報酬に係る

特定受注者の連帯責

任 

特定受注者は、特定受注関係者が特定労働者等に対

して労働報酬を支払わないとき又は支払った労働報

酬の額が労働報酬下限額を下回るときは、当該特定

労働者等に対し、当該特定受注関係者と連帯して、

当該労働報酬に相当する額又はその差額に相当する

額を支払わなければならないこと。 

四 労働条件等の区

への報告 

特定受注者は、区規則で定めるところにより、特定

労働者等に係る労働条件に関する事項を区長に報告

しなければならないこと。 
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五 特定労働者等へ

の周知 

特定受注者は、労働報酬下限額その他の区規則で定

める事項を作業所等の特定労働者等の見やすい場所

に掲示し、又は特定労働者等に対し、当該事項を記

載した書面を交付しなければならないこと。 

六 特定労働者等の

申出 

特定労働者等は、第十条第一項の規定により、労働

報酬が支払われるべき日において、支払われるべき

当該労働報酬が支払われていない場合又は支払われ

た当該労働報酬の額が労働報酬下限額を下回る場合

は、区長又は特定受注者若しくは特定受注関係者に

その事実を申し出ることができること。 

七 特定労働者等か

ら申出があった場合

の報告 

特定受注者は、第十条第一項の規定による申出及び

同条第三項前段の規定による報告があった場合は、

その旨を速やかに区長に報告するとともに、特定受

注関係者に同項前段に基づく報告義務を遵守させる

こと。 

八 不利益取扱いの

禁止 

特定受注者は、第十条第一項の規定による申出があ

った場合は、誠実に対応するとともに、当該特定労

働者等が当該申出をしたことを理由として、解雇、

請負契約の解除その他不利益な取扱いをしてはなら

ないこと。 

九 報告及び立入調

査への対応 

特定受注者は、第十二条第一項の規定による報告及

び資料の提出の求め並びに立入調査に応じなければ

ならないこと。 

十 是正措置 特定受注者は、第十三条第一項の規定による区長の

是正措置の求めがあったときは、速やかに当該違反

の是正その他の必要と認める措置を講ずるととも

に、区長が指定する期日までに当該措置の内容を区

長に報告しなければならないこと。 

十一 特定公契約の

解除等 

区は、第十四条各号のいずれかに該当する場合は、

当該特定公契約を解除することができ、当該解除に

より特定受注者又は特定受注関係者に生じた損害を

賠償する責任を負わないこと。 

十二 損害賠償 特定受注者は、第十四条各号のいずれかに該当する

ことにより特定公契約を解除した場合において、こ

れにより区に損害が生じたときは、その損害を賠償

しなければならないこと。 
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十三 特定公契約の

解除に係る違約金 

区は、第十四条各号のいずれかに該当することによ

り特定公契約を解除した場合は、特定受注者に対し

違約金の支払を求めることができること。 

十四 公表 区は、第十四条各号のいずれかに該当することによ

り特定公契約を解除した場合又は特定公契約の契約

期間終了後に特定受注者若しくは特定受注関係者に

ついて同条各号のいずれかに該当していたことが判

明した場合は、その旨を公表することができるこ

と。 

十五 特定受注関係

者と締結する契約 

特定受注者は、特定受注者が特定受注関係者と契約

を締結するときは、当該特定受注者が遵守すべき約

定事項について、特定受注関係者が当該特定受注者

に準じて当該約定事項を遵守することとなるよう、

当該契約を締結する特定受注関係者との間で約定し

なければならないこと。 

十六 継続雇用 特定受注者は、継続性のある業務に関する特定公契

約を締結するときは、当該業務に従事する者の雇用

の安定並びに当該業務の質の維持及び継続性の確保

に配慮し、当該特定公契約の締結前から当該業務に

従事していた者のうち希望するものを雇用するよう

努めること。 
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港区公契約条例施行規則 

 

（趣旨） 

第一条 この規則は、港区公契約条例（令和八年港区条例第五号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第二条 この規則で使用する用語の意義は、条例で使用する用語の例による。 

（適用範囲） 

第三条 条例第二条第三号ロの区規則で定めるものは、次に掲げる契約とする。 

一 建物清掃業務に関する契約 

二 用務業務に関する契約 

三 庁舎等の設備運転管理業務に関する契約 

四 自動車運行管理業務に関する契約 

五 警備、受付及び施設運営業務に関する契約 

六 高齢者支援に係る業務に関する契約 

七 障害福祉サービスに係る業務に関する契約 

八 学童クラブ、保育施設等の運営に係る業務に関する契約 

九 給食調理業務に関する契約 

十 情報システムの開発、改修、保守・運用支援等に係る業務に関する契約 

十一 調査委託、不動産鑑定等に係る業務に関する契約 

十二 建物設計、道路設計及び工事管理に係る業務に関する契約 

十三 検査業務に関する契約 

十四 映像、音声又は文字情報制作に係る業務に関する契約 

十五 道路貨物運送に係る業務に関する契約 

十六 道路、公園等の管理業務に関する契約 



 2 / 4 
 

十七 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める契約 

（特定公契約に該当することの周知） 

第四条 区長は、締結しようとする契約が特定公契約に該当するときは、入札の公告、

入札者の指名等の際に、当該契約が特定公契約であることを適切に周知するものとする。 

（労働報酬の換算方法） 

第五条 条例第七条第二項の規定により区規則で定める換算方法については、最低賃金

法施行規則（昭和三十四年労働省令第十六号）第二条の規定を準用する。 

（身分証明書） 

第六条 条例第十二条第二項の身分を示す証明書は、身分証明書（第一号様式）とする。 

（公表） 

第七条 条例第十五条の規定による公表は、港区役所前掲示場及び総合支所前掲示場へ

の掲示並びに港区ホームページへの掲載により行うものとする。 

２ 条例第十五条の規定により公表する事項は、次に掲げる事項とする。 

一 特定公契約の件名及び締結の日（指定管理協定にあっては、当該指定管理協定に係

る公の施設の名称及び指定管理者の指定の日） 

二 特定受注者又は特定受注関係者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、そ

の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名） 

三 特定公契約を解除した場合にあっては、解除をした日及び解除の理由 

四 特定公契約の契約期間の終了後に特定受注者又は特定受注関係者が条例第十四条各

号のいずれかに該当していたことが判明した場合にあっては、その内容 

五 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

（審議会） 

第八条 条例第十六条第一項に規定する港区労働報酬等審議会（以下「審議会」とい

う。）に会長を置き、委員の互選により選出する。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代理する。 

（会議） 
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第九条 審議会は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席し、かつ、条例第十六条第三項各号に掲げる者がそ

れぞれ一人以上出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の

決するところによる。 

４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対して、審議会への出席を求

め、その説明又は意見を聴くことができる。 

５ 審議会の会議は、公開とする。ただし、審議会の議決があったときは、非公開とす

ることができる。 

６ 審議会の庶務は、総務部契約管財課において処理する。 

（労働条件等の報告） 

第十条 条例別表四の項の規定による報告をしなければならない契約は、特定公契約の

うち予定価格が千万円を超えるものとする。 

２ 条例別表四の項の規定により報告する事項は、次に掲げるものとし、特定受注者は、

当該報告事項について、区長が指定する日までに区長に報告するものとする。 

一 労働報酬下限額の遵守の状況 

二 特定労働者等に対する労働報酬下限額の周知の状況 

三 特定労働者等の労働環境確保策の実施に関する状況 

四 労働関係法令及び約定事項の遵守の状況 

五 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

３ 特定受注者は、前項の規定により報告した事項に変更があったときは、速やかに区

長に報告しなければならない。 

（特定労働者等への周知） 

第十一条 条例別表五の項に規定する区規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

一 労働報酬下限額 

二 労働報酬下限額の適用対象となる労働者等の範囲 

三 条例別表三の項に規定する労働報酬に係る特定受注者の連帯責任に関する事項 
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四 特定労働者等が条例第十条の規定による申出をしたことを理由として、不利益な取

扱いを受けないこと。 

（委任） 

第十二条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、区長が

別に定める。 

 

付 則 

この規則は、令和九年四月一日から施行する。ただし、第五条、第八条及び第九条の規

定は、令和八年四月一日から施行する。 
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○港区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環境確保の促進に関す

る要綱 

平成２７年１２月２８日 

２７港総契第２１８５号 

（目的） 

第１条 この要綱は、港区契約事務規則（昭和３９年港区規則第６号。以下「規則」という。）

第４条の２の規定により業務に従事する労働者等の労働環境を確保するために必要な措

置を講ずべき契約を定めるとともに、当該契約に係る業務に従事する労働者等の労働環境

確保の促進を図り、もって契約の適正な履行による良質な区民サービスの確保を図ること

を目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（１） 受注者 港区（以下「区」という。）と契約を締結する者をいう。 

（２） 受注関係者 次に掲げる者をいう。 

ア 下請、再委託その他いかなる名義によるかを問わず、受注者その他区以外の者から

区が発注する契約に係る業務の一部を請け負う者 

イ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６

０年法律第８８号）に基づき受注者又はアに規定する者へ区が発注する契約に係る業

務に従事する労働者を派遣する者 

（３） 労働者等 次に掲げる者をいう。 

ア 受注者又は受注関係者に雇用され、専ら当該契約に係る業務に従事する労働基準法

（昭和２２年法律第４９号）第９条に規定する労働者（同居の親族のみを使用する事

業又は事務所に使用される者及び家事使用人を除く。） 

イ 自らが提供する労務の対価を得るため、受注者又は前号アに規定する者との請負契

約により区が発注する契約に係る業務に従事する者 

（４） 賃金等 区が発注する契約に係る労務の対価で、次に掲げるものをいう。 

ア 前号アに該当する者がその雇用する者から得る賃金 

イ 前号イに該当する者が当該請負契約により得る収入 

（対象契約） 

第３条 規則第４条の２の区長が定める契約は、次に掲げるものとする。 
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（１） 予定価格２００万円を超える工事請負契約 

（２） 長期継続契約として締結する業務委託契約 

（労働関係法令遵守の徹底） 

第４条 区長は、区が発注する契約の受注者及び受注関係者に対し、労働基準法、労働安全

衛生法（昭和４７年法律第５７号）その他関係法令（以下これらを総称して「労働関係法

令」という。）の遵守を徹底し、労働者等の良好な労働環境の確保を図るよう指示するも

のとする。 

（最低賃金水準額） 

第５条 受注者及び受注関係者が労働者等に支払うべき最低賃金水準額は、次の各号に掲げ

る契約の区分に応じ、毎年度４月１日を基準として当該各号の方法により算出する額とし、

港区ホームページへの掲載により公表するものとする。 

（１） 工事請負契約 農林水産省及び国土交通省が毎年度決定する職種別公共工事設計

労務単価（東京都）に０．９２を乗じた額を８で除し、小数点以下第一位を四捨五入し

た額 

（２） 業務委託契約 公共職業安定所が地域ごとに公表している民間の職業別パートタ

イム求人賃金を勘案して算出し、別表の左欄に掲げる職種ごとに右欄に定める額 

２ 契約ごとに適用する最低賃金水準額は、当該契約締結日が属する年度の最低賃金水準額

を適用するものとし、契約期間が複数年度となる場合についても、当該金額を適用するも

のとする。ただし、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）に基づき定められる地域別

最低賃金（以下「最低賃金」という。）の金額が最低賃金水準額を上回った場合は、最低

賃金の金額を最低賃金水準額とする。 

（労働環境の確認） 

第６条 区長は、前２条の規定に対する受注者及び受注関係者の取組を確認するため、受注

者に対し、契約締結後速やかに労働環境チェックシート（第１号様式）及び賃金給付状況

シート（第２号様式）の提出を求めるものとする。 

２ 区は、受注者から労働環境チェックシート及び賃金給付状況シートの提出があったとき

は、その内容を確認し、契約書とともに適切に保管するものとする。 

（労働者等からの申出） 

第７条 区長は、第４条及び第５条の規定に違反する事実があった場合で、労働者等からそ

の旨の申出があったときは、当該申出を受け付けるものとする。 

（調査、改善の指示及び報告の聴取並びに指名停止等の措置） 
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第８条 区長は、第６条第２項の規定による確認及び前条の規定による申出の内容の確認の

結果、必要があると認めるときは、受注者及び受注関係者に対し、区の職員又は専門家に

よる調査並びに改善の指示及び報告の聴取を実施するものとする。 

２ 前項の規定による調査等の結果、重大な違反が発覚し、改善の指示後もなお改善されな

い場合は、区長は、当該契約を解除し、又は港区競争入札参加有資格者指名停止措置要綱

（平成１６年７月３０日１６港政契第２３８号）に定める指名停止の措置を講ずるものと

する。 

（契約に定める事項） 

第９条 区長は、区が発注する契約において、次に掲げる事項を定めるとともに、当該事項

を含む契約の条件について、広く周知するものとする。 

（１） 受注者は、労働関係法令を遵守すること。 

（２） 受注者は、第５条の規定により区長が定める最低賃金水準額以上の賃金等を給付

すること。 

（３） 受注者は、次に掲げる事項を業務が実施される作業場の見やすい場所に掲示し、

若しくは備え付け、又は書面を交付することにより労働者等に周知しなければならない

こと。 

ア 第５条の規定に基づき当該契約に適用することとなる最低賃金水準額 

イ 第７条の規定による申出をする場合の申出先 

（４） 受注者は、受注関係者分も含め、労働環境チェックシートを契約締結後速やかに

提出すること。 

（５） 受注者は、第７条の規定による申出を行った労働者等に対し、不利益な取扱いを

しないこと。 

（６） 受注者は、第８条第１項の規定により実施する調査を受け入れること。 

（７） 受注者は、区が、前号の調査で改善を指示したときは、速やかに指示に従うこと。 

（８） 受注者は、前各号に掲げるもののほか、業務の特性に応じた良好な労働者等の労

働環境の確保に必要な対策を講ずること。 

（９） 受注者は、契約の履行に違反したときは、その状況に応じ、区長が、契約解除又

は指名停止若しくはその両方を措置することをあらかじめ了承すること。 

（受注者の連帯責任） 

第１０条 下請契約又は再委託契約を締結する場合は、前条各号に掲げる事項に加え、次に

掲げる事項を契約の条件とすることとする。 
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（１） 受注者は、受注者と下請事業者又は再委託契約の相手方間（二次以下の下請業者

間等を含む。）において、前条に定める内容を遵守することについて、契約書等の書面

にて、明確にすること。 

（２） 受注者は、受注関係者が労働者等に対して支払った賃金等の金額が最低賃金水準

額に基づき算出する金額を下回ったときは、当該労働者等に対して、当該賃金等の金額

と最低賃金水準額に基づき算出する金額との差額に相当する額を当該受注関係者と連

帯して支払わなければならないこと。 

（継続雇用の要請） 

第１１条 区長は、労働者の雇用の安定並びに区が発注する契約に係る業務の質及び継続性

の確保を図るため、第３条第２号に該当する契約の受注者に変更があった場合は、新たに

当該契約を受注することとなった受注者に対し、当該契約の締結前に当該契約に係る業務

に従事していた労働者を継続して雇用するよう要請するものとする。 

（委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、この要綱に施行に関し必要な事項は、総務部長が

別に定める。 

付 則 

１ この要綱は、平成２７年１２月２８日から施行する。 

２ この要綱は、平成２８年４月１日以後に締結する契約について適用する。 

付 則 

この要綱は、平成２９年２月１日から施行する。 

付 則 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の港区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環

境確保の促進に関する要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に締結する契約について適

用し、同日前に締結した契約については、なお従前の例による。 

付 則 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の港区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環

境確保の促進に関する要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に締結する契約について適

用し、同日前に締結した契約については、なお従前の例による。 

付 則 
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１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の港区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環

境確保の促進に関する要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に締結する契約について適

用し、同日前に締結した契約については、なお従前の例による。 

付 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の港区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環

境確保の促進に関する要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に締結する契約について適

用し、同日前に締結した契約については、なお従前の例による。 

付 則 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の港区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環

境確保の促進に関する要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に締結する契約について適

用し、同日前に締結した契約については、なお従前の例による。 

付 則 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の港区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環

境確保の促進に関する要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に締結する契約について適

用し、同日前に締結した契約については、なお従前の例による。 

付 則 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の港区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環

境確保の促進に関する要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に締結する契約について適

用し、同日前に締結した契約については、なお従前の例による。 

付 則 

１ この要綱は、令和７年５月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の港区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環

境確保の促進に関する要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に行われる公告その他の契

約の申込みの誘引による契約について適用し、同日前に行われた公告その他の契約の申込

みの誘引による契約については、なお従前の例による。 

別表（第５条関係） 
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職種 最低賃金水準額（１時間当たり） 

一般作業・一般事務 １，１８０円

保育士 １，３４０円

給食調理 １，１８０円

看護師 １，５１０円

保健師 １，５１０円

栄養士 １，５１０円

 


